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2019 年 10 月 21 日 

蒲原ガス株式会社 

 

 蒲原ガス株式会社を含めた新潟市内都市ガス事業者 4 社※1 は、新潟市消防局と「火災予

防啓発の連携に関する協定」を本日締結しました。本協定に基づき、当社は住宅用火災警報

器の普及促進及び維持管理を啓発するチラシ※2 を作成・活用し、住宅用火災警報器の普及

促進に努め、設置から１０年が経過した住宅用火災警報器の取り替えの促進などに取り組

んでまいります。 

※1 蒲原ガス株式会社、北陸ガス株式会社、越後天然ガス株式会社、白根ガス株式会社 

※2 別紙参照 

 

 住宅用火災警報器は、煙や熱を検知して警報音などで知らせてくれるため、早期の消火や

逃げ遅れの防止に役立つことから、消防法によりすべての住宅で設置が義務づけられてい

ます。※3 また電池切れや機器の寿命などで正常に作動しなくなることがあるため、設置か

ら１０年※4 での取り替えが推奨されており、住宅用火災警報器の普及拡大とともに、交換

期限が過ぎた機器の確実な取り替えが課題となっております。 

※3 2006 年 6 月より新築住宅での設置が義務化されました。既築住宅においても新潟市火災予防条例に

より、2011 年 6 月から設置が義務付けられています。 

※4 機種により交換期限が 5年のタイプもあります。 

 

 当社では、住宅用火災警報器をはじめ、火災の初期段階で発生する一酸化炭素（以下、CO）

も検知できる警報器や、火災（煙）・CO・ガス漏れの検知ができる複合タイプの警報器のリ

ース・販売を行っております。当社からリース・販売したお客さまにつきましては、交換期

限を管理し期限満了前に手紙でお知らせしています。 

 

当社は今後も、住宅用火災警報器の普及や取り替えの促進に取り組むことで、お客さまの

安心・安全な暮らしに貢献していきます。 

 

＜「火災予防啓発の連携に関する協定」の概要＞ 

（1）住宅用火災警報器・消火器の普及促進及び維持管理を啓発するための広報資料の制作 

（2）（1）の広報資料の掲示、配布などによる火災予防広報並びに住宅用火災警報器の設置

維持管理状況確認 

（3）（2）における啓発数などの実施状況についての情報共有 

（4）その他、双方の協議により実施する火災予防広報 

 

以上 

 

＜お問い合わせ先＞ 

蒲原ガス株式会社 

営業課 担当 小林 毅教  

０２５６－７２－３３３７  






